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拡大する雷霞の役割：専門性はどのように活かされるのか
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CNSが考える看護職の役割拡大
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日本専門看護師協議会事務局長

実践報告が多々存在するが､他の看護職と共同して実践

することが多く、独白の機能として評価することが困難

な側面があり、ＣＮＳの効果や成果に関する研究は多くは

見受けられなかった。

このような状況の中・1980年代以降には、アメリカで

はマネジド・ケアの導入によって安価で安心・信頼でき

る医療として高度看護実践家が活躍するようになった。

現在、高度看護実践家は看護系大学院修士課程を卒業し、

所定の経験を経た後、診断・治療が展開できるNurse

practitioner(ＮＰ）とＣＮＳが統合されて、Advanced

PracticeofNurse(ＡＰＮ）と呼ばれている。

一方で1993年、日本では５年以上の経験があり日本看

護協会ならびに日本看護協会の認定する教育課程(2008

年11月現在74課程が認められている）を修了した後、日

本看護協会の試験に合格し、自身の熟練した看護技術と

知識を用いて活躍する認定看護師が誕生し、現在4,458

名の認定看護師が皮膚・排泄ケア、化学療法、嬉痛緩和

ケア、糖尿病看護など１７の領域で活躍している。さらに、

専門看護師(日本ではCertifiedNurseSpecialist：ＣＮＳ）

も1994年以降、看護系大学院を修了し所定の経験の後

に専門分野において認定ざれ活躍するようになってきて

いるが、2008年１２月現在、専門看護師は３０４名であり、

がん看護、地域看護、精神看護､母性看護、小児看護､慢

性疾患看護､急性期・重症患者看護､老人看護､感染症看

護、家族支援の分野が認定され､専門看護師の教育課程

の認定を受けている大学院は３４大学院104教育課程で

ある。海外において高度看護実践家は看護系大学院修士

課程を卒業していることが前提であるため、ここでは海

高度看護実践家の誕生と必要性

戦後、日本は国民皆保険制度の下、人々が安心して医

療を受けられる制度を整え、飛躍的に発展した保健医療

の提供を受けて、健康指標は世界のトップレベルになっ

てきた。

しかし高齢者人口の増加、少子化が急速に進み、疾病

構造が変化して生活習'慣病などの慢性疾患が急増し、治

療技術の進歩によって医療が高度化、複雑化し、医療に

関する国民のニーズが多様化し、治療中心の医療から疾

患とともに生きる生活の質を重要視した医療への支援へ

とニーズが変化してきている。

また人口１，０００人当たりの医師や看護師などの医療従

事者の数は先進国では最も低く、慢性的な看護職不足が

存在している。加えて、地域や診療科による医師の偏在

および不足、急性期病院における医師の過重労働が問題

となってきており、さらに後期高齢者医療保険制度は７５

歳以上の高齢者の医療のあり方について国民の不安を増

強させている。

一方、アメリカでは１９６５年から急増しだした看護系

大学院の増加とともに、看護系大学院修士課程を修了し

て所定の経験を経て認定センターにより認定を受けた

ClinicalNurseSpecialist(CNS)が､高度看護実践家と

して医療界で活躍し、医療や看護の質を改善、向上､維持、

発展させてきた。ＣＮＳは実際に、ケア困難な患者への直

接ケア、コンサルテーション、治療チーム間と患者・家

族間の調整､教育､研究という機能を有し、さまざまな職

位にてこれらを実践している。これらの貢献については、
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外の例にならい看護系大学院修士課程を卒業している対

象者を高度看護実践家と呼ぶこととする。

日本の専門看護師の数が全看護職員数に占める割合は

０．０４％であり、アメリカの高度看護実践家の数(約8.8％）

と比較すると、まだまだ少ない。多くの国民が受ける|至

擦において必ずしも日常的に出会い、多くの国民に治療

やケアを提供している状況とは言い難い(2004年におい

て、アメリカにおいて修士号や博ＴＩ二号を有している看護

師は１３％、学士卒業者は34.2％と筒われている)。

また現在、日本の看護系大学は１６８校、看護系大学院

は106校ｖ博士課程を設置している大学は５０校と、その

数は増えつつある。今後看護系大学を卒業する看護帥は

全看護師の２割を占めるようになり、将来的に看護は、医

療の質を保証できる看護職と高度看謹実践家として専門

分野において高度な医療を提供する看護職の育成という

方向へと進んでいく可能性を秘めている。

釈拡大が起こると考えられ､看護職はこれらに対応でき

る勤務状況や労働条件、看護職員の臨床能力向上のため

の教育支援体制を整えていく必要があるだろう。

専門看護師を含む高度看護実践家の

役割拡大と可能性

「1本において、2007年４月に野末聖香教授(慶應義塾

大学看護医療学部)を代表とする日本専門看護師協議会

が発足し、日本における専門看護師の臨床能力の発展や

成果研究、政策の検討、専門看護師活用促進などの委員

会が立ち_上がり、専門看護師の現状と課題を明確にし、

今後の方向性を明らかにしていくことを検討している。

また２００８年８月に高度看護実践家の代表者で国際看

護師協会のＡＰＮネットワーク会長のGoodyear博士を招

へいし、海外における高度看護実践家と看護師の裁量権

拡大についてのシンポジウムを行った。そこでは、日本

における専門看護師制度発足に貢献され、制度の発展に

寄与してください多くの専門看護師を育成されてきて

いる南裕子教授にも講演をいただいた。

これらの活動を通じ明らかになってきたことは、日本

においても海外同様、現在の医療状況を踏まえ診断、治

療､処方ができ、また地域医療を推進し、在宅での看取り

を可能とし、さらに患者の地域生活支援を行うためのケ

ースマネジメントや訪問看護におけるイニシアティブを

取っていける、高度看護実践家が必要であることである。

しかし、日本看護協会や日本医師会､厚労省看護課、日本

看護系大学協議会との連携や専門看護師のさらなる臨床

能力の発展の必要性、専門看護師の教育内容の再検討の

必要性など、課題が山積みであることも明らかとなった。

さらに、2008年９月１７～２０日に、トロントで高度看

護実践家の学会が開催され､世界における高度看護実践

家による患者の病状や日常生活機能の改善、ケア満足度

の改善、健康に関連したＱＯＬの向上への貢献が報告され、

アクションリサーチや対照群を置いた準実験・実験研究

などの重要性が示唆された。

しかし何よりも、高度看護実践家の診療報酬などの医

療経済への反l灰、高度看護実践家の大学院における育成

と卒業後の訓練の問題､博士号を有する高度看護実践家

(DoctorofNursePractitioner：ＤＮＰ)の育成の必要性

が指摘され、育成の方法や活動の場の拡大などが討議さ

れていたことが重要である。また、高度看護実践家の役

現在の医療の問題と

看護職の役割再獲得の見直し

現在、日本において医師の過重労働が特に問題視され

てきている。また一方、保助看法の''１の｢療養上の世話」

は看護職独自の機能であるにもかかわらず、患者の食事

や安静度、行動拡大など医師の指示の下に実施している

看護行為が多い。日本の病床数が世界の'１１でも最も多く、

入院施設の患者：看護師配置の比率が少ないことにも起

因しているが、それだけではなく、専門家としての臨床

判断や意思決定、専門家として責任を引き受ける姿勢や

態度にも影響を受けている。

2007年１２月２８日に出された医政局災通知｢医師およ

び医療関係職と事務職員等との間における役割分担の推

進について」に医師と助産師の役割分担、医師と看護師

等の医療関係職との役割分担において、看護職が､①薬

剤の投与量の調節､②静脈注射および留置新によるルー

ト確保､③救急医療における診療の優先順位の決定､④

入院中の病棟内歩行や安静度の解除、行動拡大、食事の

変更、入浴や清拭に関する療養生活全般について現在の

治療との関係に配慮しながら看護者が患者の状態を踏ま

えて積極的に対応することができる、ことが示されてい

る')。

看護系大学や大学院が急増している''１，今後医療の質

向上への期待も含め、看護師などの裁量権の見直しや解
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CNSが考える置霞職の役割拡大

割、機能を国民の多くに認知してもらうための要因とし

て、①目に見える活動にしていくこと、②医療の中で必

要とされていることに対し｢何かを｣行っていくこと、③

他職種や看護職者間で理解を得、目標を共有する必要性

が強調されていた2)。

これらを踏まえ、困窮する曰本の医療においても、看

護職がどのようにリーダーシップを執っていくのか、そ

の際に高度看護実践家が何ができるのかを明確に示すこ

とが重要であることが再認識できた。

現在、曰本専門看護師協議会では、裁量権の獲得につ

いて、現在の専門看護師で可能なことと、さらに教育を

受ければ実施が可能なことの２つの側面から検討作業を

行っている。専門分野によってその内容は異なるが､共

通していることは、糖尿病､高血圧、心疾患､小児の慢性

疾患､精神疾患など、病気や治療のコントロールが将来

的に必要な患者に対し、外来や訪問看護の場で専門看護

師が独立して査定､診断､処方､生活の再構築のための看

護介入が可能であると考えられる。

例えば精神看護の領域においては、急性期の症状が鎮

静し、退院後の生活を支援し、また再入院を繰り返した

り長期入院になった重症な精神障害者の地域生活支援の

ためのケース・マネジメントを中心に担ったり、またそ

のような患者への定期薬や臨時薬の処方､精神科訪問看

護の開始と終了、複数者による訪問の必要性の決定、精

神療法や認知・行動療法の処方と実施など、すでに他職

種に認められている裁量権を専門看護師にも拡大するこ

とは現段階でも可能であると考えられる。しかし、処方

や診断については、大学でのアセスメント、診断､治療技

法の訓練および保助看法の解釈や再検討が必要となって

くる。

さらに専門看護師が対処する患者および家族は今のと

ころ、症状の管理が困難な場合が多かったり、症状や病

気・日常生活の管理が継続して必要な場合に対応してい

ることが多い。したがって、どのような対象者集団に専

門看護師がかかわることでより治療効果が増し、長期入

院の防止や地域生活の安定につながるのかを、研究や実

践報告を通じて明確にグループ・プロトコルを作成して

評価を行っていく必要があるだろう。

現在の医療状況において必要とされる専門看護師につ

いての裁量権では、現在各分野で検討されており、今後

完成次第、日本専門看護師協議会の政策提言委員会委員

長(梅田恵氏）と役員会とで別途提案していきたいと考え

ている。しかしその前に厚生労働省、日本看護協会、日本

看護系大学協議会、医師会などとの話し合いが必ず必要

であろう。

医療の高度化・複雑化に伴い、現在、必要な人たちに

必要で安全な医療が提供できない状況が起こっているな

かで､看護者ならびに高度看護実践家の役割は非常に重

要となる。早く回復したい、また病気を持ちながらも自

宅で生活したいと願う患者や家族にとって必要な治療や

看護が提供できるよう、一刻も早く、裁量権が明確化さ

れ、さらなる実績をつくっていくためには、仕組みをつ

くり、そのために他団体と連携し、安心・安全で高度な

医療が提供できる唯一の職種として、看護職が認められ

る世の中にしていく必要があると考えられる。さらに、

これらの動きに応じた大学院教育の検討や、高度看護実

践家の人材育成が早急に必要となっていくだろう。

●引用・参考文献

l)厚生労働省：医師および医療関係職と事務職員等との間における役割分担の推進に

ついて，医政発第1228001号,2007.

2)InternationalNursePractitoner/AdvancedPracticeNursingNetwork：

ＩＮＰ/APNNAbstract,SepL17-20,Canada,2008.

3)日本学術会議：看護職の役割拡大が安全と安心の医療を支える，健康・生活科学委

員会看護学分科会(平成20年８月２８日)，2008.

インターナショナルナーシングレビューVol､３２No.１２３


